
  

令和 5 年度 横浜市東部地域療育センター 事業計画書  

【施設目標】 

【事業計画】 
１．診療部門 

発達に遅れや障害がある子どもを対象に診断、治療、検査、機能訓練等を行い、成長発達

に伴う変化に対応した生活を送るための基盤づくりや支援を行う。 

① 質の高い医療福祉サービスの提供 

・相談ルームいろはの広場事業と神奈川区での出張広場を安定的に実施し初診前後

の支援を継続することで利用者の不安感の軽減や、状態に応じた迅速な対応を可

能とする体制を目指す。また、児童精神科医師確保と３外来診療の実施により診療

枠を確保していく。 

・補装具外来、訓練科の枠の増設による運動障害児へのサービス内容を充実する。 

・保育所・幼稚園の巡回訪問は、事前の情報交換を充実させ効率的に行うと共にとチ

ームによる地域支援を拡大していく。利用者ニーズと地域情勢に沿った効果的療

育サービスの構築、事業所自己評価の公表等により、利用者の安全・安心・信頼を

築くための取組を行う。 

・診療業務や多職種の情報共有の効率化を図るため、電子カルテの導入を視野に入

れた、各部門の業務や事業上の運用等について準備作業を行う。 

・通園課では併行通園先などへの訪問を行い、地域との連携を強化する。また、地

域、家庭に般化できるプログラム（個別療育プログラム）の再構築を行う。 

・集団療育への希望者の増加に対して、横浜市からの予算措置に基づき、新規事業

所の開設等、サービス拡充の具体的検討と準備を行う。 

② 経営基盤の強化（増収策や経費削減策の検討と財源の確保） 

・経営計画に照らし、進捗状況と現状分析を行いながら、特に必要性が増している

デジタル関連の検討を行うプロジェクトを設置し運用を行う。（電子カルテ、勤怠

管理システムの更新） 

・診療所や通園の運営状況（利用料金収入や診療報酬、職員体制）を分析し、業務

の改善と効率化（診療枠、通園枠、人材、稼働率）を図る。 

・委託契約及び修繕等の経費削減の取り組みと必要に応じた計画的な運用を目指

す。 

③ 職員の意欲と成長を支える組織作り（人材育成計画と心身の健康増進） 

・人材確保による組織運営の安定と経験に応じた役割を担える人材の育成のため研

修計画と研修内容の充実を図る。 

・デジタル時代に備えた人材の育成と環境整備を行う。 

・健康相談、ストレスチェック、面談の実施等により職員の心身の健康を促進する。 

・ハラスメント防止に関する研修の充実 

④ リスクマネジメントの強化（予防と迅速な事故対応） 

・感染症流行及び自然災害発生時を想定した業務継続計画の策定。 

・ヒヤリハット報告や事故報告の分析から、事故防止対策の向上に努める。 

⑤ 地域における公益的な取り組み 

・職員の専門知識や技術等を積極的に地域に還元し学校、幼稚園、保育所、児童発達

支援事業所との連携強化を図る。そのためのオンライン化の推進とチームによる

出張サポートの拡大を目指す。 

・家族や学生等、幅広い人材に対して福祉に関する情報を提供する。 



  

(1) 診療科目 
児童精神科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、補装具外来、摂食外来 

・初診 800～850人、再診 2,500～3,000人 

(2) 個別療育・訓練・早期療育科 

医師による診断、治療、補装具の相談、理学療法士・作業療法士・言語聴覚士による機

能訓練、心理士による発達検査、心理療法、評価等及び療育プログラムなどの作成を行う。 
早期療育科では知的発達の遅れや偏りがある２～４歳児を対象に、家族の育児や暮らし

への支援等を実施する。保護者向け勉強会はオンラインを中心として実施し、さらにコン

テンツの充実を図る。 
 

２．通園部門 
障害に配慮しながら、健康的な身体、基本的な生活習慣、豊かな人間関係の育成のために、

個別療育目標を作成し、一人ひとりの子どもに応じた専門的な療育支援を行う。 
(1) 令和 5年度 利用児童数（予定） 

施設種別 利用児童数 定員 

児童発達支援センター   （知的障害児） 78 50 
医療型児童発達支援センター（肢体不自由児） 12 40 

計 90 90 
(2) クラス編成 

① 障害種別と年齢および療育経過を考慮し、クラス編成を行う。 
② 概ね３～４歳児は親子通園、４～５歳児を単独通園とする。ただし、療育年数や子ど

もの状態により親子登園とする場合がある。 
・親子通園―療育経験が初めてまたは、早期から移行した医療型の3歳児。 
・単独通園―親子通園からの移行または、早期から移行した 4，5歳児。 

(3) 年間行事・保護者プログラム 
保護者プログラム－勉強会、懇談会、個人面談、試食会 
その他－プール、避難訓練（地震、火災、津波、不審者、緊急お迎え等） 
個別療育プログラム（家庭や地域に般化するためのプログラム） 

(4)  
(5) 併行通園先等の訪問 

通園職員による併行通園先などへの訪問を行い、保育所等との情報の共有や、関係者か

らの相談に応じるなどして地域連携への取り組みをおこなう。（概ね年40 日程度実施予

定） 
(6) 通園バスの安全性向上のための改修の実施 

バス内への利用児の置き去り防止装置等の設置。 
 
３．地域支援部門 

診療部門のスタッフと連携し、発達診断・検査・心理評価・個別相談をもとに、ライフ

ステージに沿った支援を行う。 
(1) 相談 : 発達の遅れや障害のある児童の療育などの相談を電話、面接により実施。 

（新規申込み 850～950件、延べ相談件数 9,000件） 

(2) 巡回相談 : 保護者や保育所・幼稚園等からの依頼を受け、発達の遅れや障害のある児

童等の支援、職員への助言及び療育技術の指導を実施。効率化に向けて半日での訪問に

切り替えた。（年間 250回、延べ相談件数 2,000件） 

(3) 各区療育相談 : 各区福祉保健センターに出向き、子どもと家族の支援を行う。 

（対応件数～２区で延べ利用人数約 100件） 

(4) 地域支援 : 訓練会の支援を行う他、関係機関や幼稚園、保育所向けの講座の充実を図



  

る。現状では多人数での対面での講座の開催は難しい為、オンラインでの実施も拡大し

ていく。ハイリスク家庭へのサポート事業として園訪問やグループの実施も行う。 

(5) 家族支援 : 療育センター利用者の家族に対して勉強会、講座、相談等を行う。 

(6) 学校支援 : エリア内の学校（35校、延べ 50回）へのコンサルテーション、特別支援教

育コーディネーター連絡会や特別支援教育研究会への支援を行う。 

(7) その他相談事業、他機関との連携 : 各会議、ケース連絡などを通して、区役所、学校、

幼稚園、保育所、地域活動ホーム、社会福祉協議会、児童相談所、教育委員会等との連

携を図る。  

(8) 児童発達支援事業「パレット」 : 知的発達の遅れのない発達障害のある５歳児並びに

保護者を対象とする。定員の日々２クラスで12 人、週60人に対し、それぞれ月 2回～

週１回のグループ療育を行うとともに、併行通園先を訪問し、情報交換・助言・指導等

を行う。 

(9) 保育所等訪問支援事業：保育所等を利用中の障害児等が集団生活に適応できるよう専門

的・個別的なアウトリーチ支援を継続する。（従来の巡回相談と併せながら実施する。） 
(10) 障害児相談支援事業：当センター児童発達支援及び保育所等訪問支援を利用する児に障

害児支援利用計画を作成する。上記支援の利用者約170人を予定。 
(11) 特定相談支援事業：療育センター児童発達支援及び保育所等訪問支援の利用者に対して、

障害者総合支援法に掲げるサービスの利用計画を作成する。 
(12) 相談機能の強化：鶴見区にある相談ルームいろはを活用し、面接等の相談機能をより強

化するとともに広場事業や講座による初診や通園療育に繋がる前の初期支援をより充

実させる。また、神奈川区のケアプラザを利用した出張広場の定員拡大を行う。 
 

４．その他の事業 
『学齢児への初診体制の整備による対策』、『乳幼児期への子育て支援』、『ハイリスク家

庭へのサポート事業』を実施する。 

・集団療育への希望者の増加やニーズも多様化しているため、受け入れ規模の拡充等につ

いて具体的な検討をおこなう。それに伴い、横浜市からの予算措置に基づき、新たな事

業所を令和 6年度に開所できるよう準備を行う。 
 
５．管理部門 

・センターの事業運営、施設管理、施設利用収入（障害福祉サービス給付費、診療報酬）

等の請求事務 
・運営管理（事業計画、事業概要、届出作成、人事労務・経理・給食・備品・非常食） 
・委託契約の締結と協議。（給食提供、通園バス運行、庁舎管理及び清掃）等 
・監査への対応（実態調査・外部監査） 
・運営協議会の開催（年２回） 
・苦情解決の受付と対応 
・市との連絡調整及び関連資料作成 
・事故対応と報告 
・情報公開（自己情報開示）への対応   

・総合防災訓練の実施（年２回）及び非常時（感染症予防対策）への対応 

・健康診断、ストレスチェックの実施 

・会議、委員会、日程、研修などの調整 

・東部療育ビル内 5施設間の連絡調整 

・デジタル化への移行（勤怠管理システムの更新、オンライン資格認証等） 

・新規児童発達支援事業所開設準備 

・事業継続および感染症対策義務化に伴う運営規程の改正に係る対応 
・横浜市の次期指定管理者選定に向けた事前準備 

 



  

 
６．職員体制 

所長（医師）､医師､看護師､理学療法士､作業療法士､言語聴覚士､臨床心理士､臨床検査技

師、ソーシャルワーカー､児童指導員､保育士､管理栄養士､事務等の常勤・非常勤（医師

含む） 計120人 
７．社会貢献（地域における公益的な取組） 

・実習生の受け入れ （社福 1 保育 2専攻科 2 PT1 心理 1 

・ボランティアの受け入れ：通所児弟妹保育 

・施設見学の受け入れ 

・鶴見区･神奈川区において幼保職員向けの障害の理解講座（要配慮児研修）の実施 


